
    国産農産物の生産者価格の大暴落を引き起こすＥＰＡ・ＦＴＡ推進路線 

    の見直しを求める意見書 

 

 国連食糧農業機構は先般、飢餓人口が１０億人を突破したことを公表し、農林水産省も、

「世界の食料は、穀物等の在庫水準が低く需要がひっ迫した状態が継続する。食料価格は平

成１８年以前に比べて高い水準で、かつ、上昇傾向で推移する」と分析しています。こうし

た事態は、これまでの自由貿易万能論の行き詰まりを示すとともに、今日の深刻な世界の食

糧問題を解決するためには、それぞれの国が主要食料の増産を図り、食料自給率を向上させ

ることの重要性を示しています。 

 日本では自公政権が「ＥＰＡ（経済連携協定）戦略」を打ち出し、メキシコ、タイ、フィ

リピンなどとの協定を発効させ、オーストラリア等との交渉を行ってきました。政権交代に

よって誕生した鳩山政権は、日豪ＥＰＡ交渉を継続するとともに、中断している日韓ＦＴＡ

（自由貿易協定）交渉の再開に動き、さらに、日中韓ＦＴＡに向けた国家レベルによる研究

を開始しています。昨年末に閣議決定した「新成長戦略」では、平成３２年を目標にアジア

太平洋経済協力会議の枠組みを活用した「アジア太平洋自由貿易圏」を構築することを打ち

出すに至っています。 

 アジア太平洋経済協力会議には太平洋に面するアメリカ、カナダ、オーストラリア、中国、

韓国、ロシア、東南アジア諸国など、世界の主要な農産物輸出国を含む２１カ国が加入して

おり、仮にこの枠組みで自由化が実施されれば日本の農業は壊滅的危機に直面することは明

らかです。こうした輸入自由化路線は、国内の農産物価格の暴落を引き起こし、現在、政府

が推進している「戸別所得補償」の政策効果を台なしにし、制度そのものを破綻させかねま

せん。 

 よって、下記事項を要望します。 

 

記 

 

１．ＥＰＡ・ＦＴＡ推進路線を見直すとともに、日豪交渉を中止し、アジア太平洋自由貿易 

 圏による農産物の関税撤廃を行わないこと。 

 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成２２年１２月２２日 
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